※本記載例は、外来診療のみ実施する（在宅医療は行っていない）医療機関がBCP策定の参考とできるよう、主として地震を想定し、必要となりうる項目を幅広に記載したものです。例のとおりの記載や対策がなされていなければ診療報酬上の要件を満たさないというものではございませんので、各医療機関の建物の状況や立地、診療の規模や内容に応じて取捨選択をして必要な部分を特に記載するなど、工夫してご活用ください。また、これ以外のテンプレートを用いることももちろん可能です。


業務継続計画（BCP）
＜記載例＞外来診療のみ実施する医療機関向け

作成日：●●年●●月●●日
第●版

（医療機関名）
（代表者／ＢＣＰ作成責任者等）
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[bookmark: _Toc232632603]１．業務継続計画（ＢＣＰ）の策定の目的と概要

１－１．策定の目的（例）
当院の所在する地域は、（地域の実情を記載）であり、（予想される災害）の際には、交通網の遮断等により、職員の通勤や患者の訪問、物資の供給等への影響が予想される。また昨今、（特に想定される災害等があれば記載する。例：地震・台風などの自然災害や感染症、更に医療機関をターゲットにした事件等）の影響が発生する事案が多くみられる。こうした災害等による被害を最小限に抑え、利用者や地域住民の期待に応えて医療提供体制を存続することは重要なことである。有事においても、当院の外来診療を継続できるように、また万が一、中断せざるをえない状況になった場合でも、平時からの近隣の診療所との連携により、医療提供を継続し、早期復旧を目指すために業務継続計画（Business Continuity Plan; ＢＣＰ）を定める。

１－２．策定の流れと見直し（例）
この業務継続計画（ＢＣＰ）は、主として地震・停電等の地域に一定期間影響する災害の発生を第一に想定した初動と、診療所にとって影響の大きい事象ごとの業務を継続するための具体的な対応や業務継続が困難となった場合の代替策について、優先度の高い業務を踏まえて検討し記載したものである。
業務継続計画（ＢＣＰ）は、当院に勤務する職員に共有し、定期的な確認や訓練を行い、内容の見直しを行う。また、他に当院で想定される他のリスクについても、必要に応じて内容を拡充する。



[bookmark: _Toc232632604]２．災害ごとの対応マニュアル※記載はあくまで一例であり、建物の状況や立地、診療の規模・内容等に応じて取捨選択をして必要な範囲で記載する。

地震等に対する平時の備えと発災初期の対応について、災害ごとに予めマニュアル化し、職員の間で共有できるようにする。
現場の指揮を執る担当者（指揮担当者）は、●●●●→●●●●→●●●●の順に担当可能な職員が担うこととする。
２－１．地震・津波対応マニュアル（以下は一例。簡潔に記載する。）個別避難計画：災害時に手助けが必要な方（避難行動要支援者）がスムーズに避難できるよう、事前に「どこに避難をするか」「避難の際に配慮が必要なことはなにか」などを記載し、支援を行う人（医療機関や訪問看護ステーション等の医療・介護関係機関を含む）と事前に共有を行う、一人一人の状況に合わせた避難計画のこと。令和３年の災害対策基本法改正に伴い、その作成が市町村の努力義務となった。

	平時からの備え

	建物安全対策
	・棚やキャビネットの転倒対策を行う。（壁の芯材や床への固定、扉や引き出しへのラッチ設置、上に重量物を置かないなど）
・コピー機やエコー等の大型の機器のキャスターロック、滑り止め対応を行う。
・PCや壁の掲示物等の落下対策を行う。
・医療用麻薬や劇薬の金庫の固定、薬品がぶつかっても割れないよう緩衝剤で保護する。
・窓ガラスの飛散防止対策を行う。
・院内サーバー、ルーター、UPS（無停電電源装置）は浸水被害の及ばない高所や２階以上に設置する。
・建物が耐震・免震構造になっているかを確認する。未耐震の場合は、施工業者等と連携（協定・契約等による発災後の優先的な安全確認の可否）の有無を確認する。

	事前の情報収集
	・自院の地域の各種ハザードマップ、避難場所（福祉避難所を含む。）を確認する。（重ねるハザードマップ等の活用）
・特に支援や対応を要する者（在宅酸素療法等を使用している患者や透析患者）をリストアップし、避難を支援できる関係者の連絡先を把握する。必要に応じて、自治体の個別避難計画の作成に協力する等、有事の対応について自治体とも共有する。
・地域の医療機関等の連携方法や地域ＢＣＰを確認する。

	指揮命令系統の明文化
	・被災や罹病による管理者不在に備え、誰が指揮を担当するか、第３位まで決めておく。
・銀行口座の出金や決済の権限について、代理者が行うためのマニュアルを定める。

	非常時の人員や
診療手段の確保
	・自院の職員が極端に減少した場合に応援可能な職員（退職職員や非常勤職員）をリスト化し、連絡方法を確認する。
・診療所が被災しており参集できない場合の集合場所を決める。

	ＢＣＰ見直し・訓練
	・年に１－２回、職員の入れ替わりのタイミング等に合わせ、医療機関の対策状況や地域ＢＣＰのアップデートについて確認する。／自治体や医師会等が主催する地域の災害訓練に参加し、情報を得る。
・数か月に一度、「３－２」の状況を１つ選び、発生時の対応について職員間で確認する。


※ライフラインの停止、通信の途絶、物流の停止、電子カルテシステム停止への備えについては「３－２」に状況別に記載する。
	【地震】発災時の対応
	発災直後
	～72時間以内

	指揮を担当する職員（●●）
※●●不在時は
○○→△△の順に担当
	・自らが指揮することを宣言
・被害情報の収集・整理・開示
→状況に応じて、業務継続計画の発動について指示
・津波の恐れがある場合、直ちに院内の職員へ避難指示・避難経路を確定
	・被害情報、職員安否情報、特に必要な患者について安否情報の収集、整理、他の職員への共有
・安否不明の職員等について、継続して安否確認の優先順位と方法を指示
・特に対応が必要な患者について自治体の対応を踏まえつつ、対応の必要性を判断

（可能になったら）
・自治体や地域内の医療機関等（※）との連携を開始
※連携先は都道府県担当部門、医師会、保健所、訪問看護ステーション、薬局、居宅介護支援事業所、災害拠点病院等多岐に渡るが、自院の連携先を明確にしておく。

	職員
	・在院している場合、現場の安全確認、避難経路の確保
・自宅等、院外の場合、（発災時の患者宅・道中における対応を記載）
・自身の安否情報を共有する。災害伝言ダイヤル（171）等を活用する。
・火災発生時は、天井に及ばない出火で、身の安全が確保できれば消火器による初期消火を試みる。それ以外の場合は、（煙対策や避難誘導の方法について記載）
・停電発生時は、（予備電源への切り替え、EV停止時の対応などを記載）
・参集ルールに従い可能なら参集
・津波の恐れがある場合は、直ちに院内の患者とともに指定場所へ避難。
	・指揮を担当する職員と連携し、特に対応を要する患者についての情報収集を行う。
・停電が発生している場合は、・・・（在宅酸素療法等を利用している患者の安否確認の方法などについて記載）
・備蓄品や衛生材料の在庫を管理する。
・不足物品があれば、代替方法を検討する。
・他の医療機関や連携機関との被災状況の共有・連携を開始する。
・状況によっては他の医療機関の支援を検討する。

	患者への対応
	・院内の患者に対しては安全確保、後に帰宅の指示。津波の恐れがある場合は避難誘導。
・外来診療はいったん中止し、掲示等により周知する。
・既に来院している患者に対しては、・・・（院内処方や帰宅の指示について記載）
・津波の恐れがある場合、可能な場合は、避難に支援を要する者のリストと関係者の連絡先リストを持って避難し、避難場所から避難を促す対応を行う。
	・特に対応を要する患者について、安否情報を確認する。（患者安否情報については、優先度の高い患者から確認する等の工夫を行い、自治体の安否確認情報も活用する。）
・必要な患者に対して診療・避難支援を行う。
・診療体制は、（緊急往診のみ継続する、電話診療に切り替える、避難所等における医療支援に移行する、等のうち、取りうる対応を記載する。）
・特に支援を必要とする患者について、自治体等と情報共有する。（自治体の災害対策本部への連絡や、EMISの活用）
・自院での対応を継続できない場合は、他の医療機関等へ診療を依頼する。
・他の医療機関等との連携に際して、情報提供を行う。





２－２．●●対応マニュアル（他に３－２と別に初動マニュアルが必要なリスクがあれば、医療機関の状況に応じて作成する。）
	平時からの備え

	●●
	（例）風水害対応マニュアルの場合
・警報発令や、発令が予測される状態で予めどのように診療体制をとるか決めておく。
・職員の出勤可否について整理しておく。
・事前の被害予測に応じ、外来診療の縮小等について計画を立てる。
・患者に事前の安全確保や避難、備蓄、電源確保の方法等について案内する。
・止水板等の浸水対策を行う。

	【●●】発生時の対応
	発生直後
	～72時間以内

	指揮を担当する職員（●●）
※●●不在時は
○○→△△の順に担当
	
	

	職員
	
	

	患者への対応
	
	



[bookmark: _Toc232632605]３．優先業務の特定と業務継続計画（ＢＣＰ）
３－１．優先度の高い業務の特定 （以下は一例。簡潔に記載する。）
業務のうち、特に優先度の高い診療を継続する（自院で継続するだけでなく、他の医療機関に応援を依頼することを含む）ことを考え、継続する必要性の高い業務を以下のとおりまとめる。これらの業務を念頭において、次項で有事における対応を検討する。
	診療に関する業務

	・在宅酸素療法を行っている患者や透析患者等の対応等。
・安定していても、中断の影響が大きい薬剤（緩和ケアのための医療用麻薬、インスリン自己注射や持続点滴、完全人工栄養）を使用している患者の診療。
（以上の患者については、自院で対応不能な場合、確実に他の医療機関への診療依頼・情報提供が必要。）
・上記の患者の状況把握と、訪問看護ステーション等の他の連携する機関との情報共有、指示出し、役割分担。
・診療記録の作成。（電子カルテシステム停止や紙カルテの記載が難しい場合でも、最低限の経時的な記録を作成する。）

	請求や備品管理等の事務的業務

	・衛生材料の在庫管理、不足時の代替方法の検討や支援の要請。
・災害時の診療報酬やその他制度上の特例に関する通知や事務連絡について予め確認しておく。（参考：災害時における保険診療関係等及び診療報酬の取扱いについて（令和８年３月31日　保医発0331第２号））　https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/001716158.pdf

	マネジメント業務

	・職員の安否や被災状況の確認
・職員の労務管理（最低限、職員各自が行った業務を経時的に記録しておくなど）




３－２．業務継続計画（ＢＣＰ）
「３－１」で検討した優先順位の高い業務を踏まえ、被災により発生した状況に応じた業務の継続方法について以下のとおりとりまとめる。作成中、平時からの減災対策や準備を要する項目が明らかになった場合は、必要な対策を随時行う。また、当院や地域の被災予想や対策状況の変化があれば、定期的に見直しを行う。なお、以下に示す事象は単独で発生するとは限らず、複合的に発生することも想定される。そのため、実際の対応にあたっては、被害状況および利用可能な資源を踏まえ、実施可能な対応を選択するとともに、継続すべき業務の優先度に基づき対応する。
３－２－１．医師、看護師その他の職員の大多数が出務不能な場合（以下は一例。簡潔に記載する。）
	特に継続困難な業務
（優先的に対応を要する業務）
	（例）・在宅酸素療法等を使用している患者や透析患者の診療
・（管理者不在となった場合）全体の指揮や労務管理

	発生時の対応
	（例）・対応可能な職員の把握
・患者のトリアージ（診療しないと命に関わる／数日の診療の延期が可能／予備薬等により、週単位で診療がなくても療養が可能）
・安定している患者の診察は休止又はオンラインや電話に切り替える。
・外来診療は縮小　・透析医療機関の状況把握　・調剤ができる機関の確認
・自院の状況を地域内で共有

	業務を実施できない
場合の代替策
（他機関との連携等）
	（例）・地域外の医療機関へ診療を依頼する。
・ライフライン途絶や建物被害等により自院での診療継続が困難となった場合は、（次のような対応のうち、とりうるパターンについて記載する。）例：①緊急往診のみ等の縮小診療を継続する。②他医療機関へ患者を引き継ぐ。③避難所や救護所等における地域医療支援に移行する。

	発災に備えた
平時からの準備
	実施済み
	（例）・要対応の患者のリストアップ（必要に応じて安否確認の方法の整理）
・（感染症等による機能不全に備え）近隣医療機関との連携体制の構築

	
	今後実施
	（例）・有事の連携に関する自治体等のルールや支援の確認　＜○年○月までに＞




３－２－２．ライフライン（電気・ガス・水道）が破綻している場合（以下は一例。簡潔に記載する。）
	特に継続困難な業務
（優先的に対応を要する業務）
	（例）・在宅酸素療法等を使用している患者や透析患者の診療
・電子カルテが使えない場合、患者情報や診療歴の確認、診療録の記載、電子的情報共有
・器具等の洗浄
・要冷蔵医薬品等の安全な管理

	発生時の対応
	（例）・破綻しているライフラインを把握する。
・電子カルテが使えない場合は紙カルテに切り替える。
・停電時は、院内の患者の安全確保（EV閉じ込め対応を含む）と避難経路の確保
・在宅酸素療法等を行っている患者や透析患者の安否確認（必要に応じて）

	業務を実施できない
場合の代替策
（他機関との連携等）
	（例）・停電が長期にわたる場合、電源依存患者については地域外の医療機関へ診療を依頼する
・水を利用しない消毒方法や簡易トイレを使用する
・ライフライン途絶や建物被害等により自院での診療継続が困難となった場合は、（次のような対応のうち、とりうるパターンについて記載する。）例：①緊急往診のみ等の縮小診療を継続する。②他医療機関へ患者を引き継ぐ。③避難所や救護所等における地域医療支援に移行する。

	発災に備えた
平時からの準備
	実施済み
	（例）・在宅酸素療法等を使用している利用者及びそれらを提供する事業者のリストアップ
・地域のライフラインについての正確な情報をどのように得るかまとめている。
・電池、懐中電灯、非常用電源、ソーラーパネルを用意している。
・ブレーカーの位置や操作、EV閉じ込め時の対応、非常用電源の使用法をまとめる。
・バッテリーやガソリンは毎日の診察終了時に満タンにする。

	
	今後実施
	（例）・在宅酸素療法等を使用している利用者については、バッテリーの設置や充電方法、停電時の対応について、本人・家族が理解できるように平時から説明、訓練もしておく。＜○年○月までに開始＞
・電源や在宅酸素療法等の継続的な供給が必要な場合や、被災により修理・交換等が必要になった場合の緊急連絡の方法を事業者と確認しておく。＜○年○月までに＞
・職員の寝泊まりに必要な物品を用意する。＜○年○月までに＞




３－２－３．通信が途絶している場合（以下は一例。簡潔に記載する。）
	特に継続困難な業務
（優先的に対応を要する業務）
	（例）・電子カルテや地域ＩＣＴによる情報確認、記録、情報共有
・職員同士や連携機関との情報共有

	発生時の対応
	（例）・通信途絶を覚知次第、院内で予め定めた指示系統に従うことにする。
・平時の情報共有手段が使えない場合、情報集約用のホワイトボード等を設置する。
・どの通信手段が使用可能かを確認する。（携帯キャリア、インターネット回線、電話回線、災害ダイヤル）
・職員は予め定まった参集ルール、安否確認ルールに従い行動する。
・非常用電源が使えるうちに患者リスト等を紙に出力する。

	業務を実施できない
場合の代替策
（他機関との連携等）
	（例）・使用可能な通信手段を主たる情報共有手段として使用する。
・記録や情報共有は紙運用へ切り替える。


	発災に備えた
平時からの準備
	実施済み
	（例）・職員が指示を受けずとも判断できる参集ルールや安否確認情報の共有ルールを定める。
・災害時に情報を得る手段を複数確保している。

	
	今後実施
	（例）・緊急コール対応のためのサブキャリアを用意する。＜○年○月までに＞
・患者に、災害時等に診療所と連絡がとれない場合の対応法について定期的に周知する。＜○年○月までに開始＞
・地域の連携する機関（訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所、災害拠点病院）との連携方法を確認する。＜○年○月までに＞





３－２－４．物流停止・移動困難な場合（道路・交通の遮断を想定）（以下は一例。簡潔に記載する。）
	特に継続困難な業務
（優先的に対応を要する業務）
	（例）・医薬品、医療材料、衛生材料等の補充
・検体検査の回収　　
・職員の通勤

	発生時の対応
	（例）・医療用麻薬、注射薬、注射・点滴に必要な医療材料、消毒液、個人防護具等の在庫を把握する。
・非緊急の検査や投薬は中止する。
・ディスポ資材のうち安全に使えるものについては、ふだんより交換頻度を落とす（マスクや吸引チューブ）

	業務を実施できない
場合の代替策
（他機関との連携等）
	（例）・代替可能な用具は日用品等により代替する（ＰＰＥ→サイズの大きいゴミ袋等）
・近隣薬局や医療機関と協力し、機材や医薬品の確保。長期にわたり地域全体で確保が難しい見込みであれば、より広域での対応を念頭に、診療依頼等を行う。
・診療継続が困難となった場合は、（次のような対応のうち、とりうるパターンについて記載する。）例：①緊急往診のみ等の縮小診療を継続する。②他医療機関へ患者を引き継ぐ。③避難所や救護所等における地域医療支援に移行する。

	発災に備えた
平時からの準備
	実施済み
	（例）・平時より生命に関わる薬剤や機器は余裕を持って処方する。
・職員が診療所で寝泊まりする際の３日分の食料・簡易トイレ・寝具等を備蓄する。
・必要な衛生材料等の一定の在庫確保。

	
	今後実施
	（例）・地域の薬局や医療機関との、非常時の在庫融通などの関係の構築＜○年○月までに＞





３－２－５．電子カルテや請求システムが停止している場合（サイバー攻撃を含む）（以下は一例。簡潔に記載する。）
	特に継続困難な業務
（優先的に対応を要する業務）
	（例）・電子カルテによる患者情報の確認、診療録の作成、書類作成、情報共有
・処方箋発行
・レセプト請求に必要な医薬品の使用や診療行為の記録

	発生時の対応
	（例）（以下はサイバー攻撃の場合の対応を示す。停電や通信障害による場合、それぞれの項目を参照。）
・感染が疑われるＰＣやサーバーを通信から遮断する（ＬＡＮケーブル抜線、Ｗｉ－Ｆｉ接続を遮断）。
・原則、ＰＣはシャットダウンしない。（メモリ上のログが失われるため）
・院内の全ての端末（コピー機等）を通信から遮断する。
・システムベンダー、所管の保健所、警察、個人情報保護委員会へ連絡する。下記のフォームよりサイバーセキュリティインシデント発生時初期対応支援・調査事業宛に問い合わせを行う。
https://mist.mhlw.go.jp/incident/
・情報が漏洩した可能性のある患者への対応について個人情報保護委員会等に確認する。

	業務を実施できない
場合の代替策
（他機関との連携等）
	（例）・紙カルテ運用に移行する。
・過去データについては、紙媒体や患者宅の記録、地域医療情報連携ネットワーク等の地域で運用するＩＣＴの記録、他の連携機関が有する情報等を活用して保管する。


	発災に備えた
平時からの準備
	実施済み
	（例）・紙カルテ運用についてマニュアル化している。紙運用に必要な書面を用意している。


	
	今後実施
	（例）・システム復旧のため、院内ネットワークに接続しないスタンドアロンのバックアップを定期的にとる。＜○年○月までに開始＞



３－２－６．●●の場合 
（地域や医療機関ごとの特性に応じて、他に必要があれば、想定されるリスクごとに必要な対応を１枚にまとめて記載する。）
	特に継続困難な業務
（優先的に対応を要する業務）
	

	発生時の対応
	

	業務を実施できない
場合の代替策
（他機関との連携等）
	

	発災に備えた
平時からの準備
	実施済み
	

	
	今後実施
	




[bookmark: _Toc232632606]４．参考資料（医療機関ごとに必要に応じて活用してください。） 
４－１．現状チェックリスト
（できていることには☑を入れ、できていないことの確認のために用い、対策に役立てる。）（項目の編集・削除・追加可。）
	想定される被害の把握とそれに基づく情報整理

	□
	ハザードマップを確認し、地震、土砂災害、水害等が発生した際に自院・職員に想定される被害を把握している。

	□
	特に支援が必要な患者等（在宅酸素療法を実施している患者や透析患者）の居住地のハザードマップを確認し、地震、土砂災害、水害等が発生した際に想定される被害を把握し、必要に応じて個別避難計画の作成に協力する。

	□
	建物の耐震性及び発災時の危険箇所について把握している。

	□
	全職員の居住地、有事の帰宅方法と参集方法、参集に必要なその他の情報（同居家族や避難場所等）を把握している。

	発災時の対応の確認と訓練

	□
	地震等のリスク発生時の発生当初の行動についてマニュアル化し、全職員が共有している。

	□
	職員（及びその家族）の安否を確認する手段が決まっている。災害伝言ダイヤル（171）の使い方を共有している。（一般的な通信機器が使えない場合も想定すること。）

	□
	患者及び介護者の安否確認の手段が決まっている。特に支援が必要な患者については、自治体と安否情報の共有について確認できている。（一般的な通信機器が使えない場合も想定すること。）

	□
	災害情報を得る手段を把握している。

	□
	緊急時に地域の情報を得たり、自治体や関係機関と情報共有するための連絡先や手段を把握している。

	□
	マニュアルに基づき、定期的に訓練を行っている。あるいは、自治体や医師会が行う災害訓練に参加している。

	建物や設備の安全対策

	□
	背の高い家具（ファイルキャビネット、ロッカー、本棚、収納庫等）や機材、植物等は上に物を置かず、転倒対策をしている。

	□
	パソコンや重量物について、机等から落ちないように固定している。

	□
	壁掛けの器具や掲示物について落下対策を行っている。

	□
	コピー機や重たい機材は滑らないように固定している。

	□
	ファイルキャビネットや本棚等の扉や引き出しに留め具を付け、滑り出し対策を行っている。

	□
	建物や設備（消化器、火災報知器、スプリンクラー等の災害用設備を含む）の点検を定期的に行っている。

	□
	電子カルテはクラウド化している。／オンプレ型の場合は、サーバー・ルーター・UPS等を浸水のおそれの少ない高所や２階に設置している。

	備蓄とその管理

	□
	職員が３日間程度過ごせるような備蓄（食料、簡易トイレ、簡易寝具等）をリストアップし、用意している。

	□
	緊急時に必要な医療材料や院内薬品のリストアップし、備蓄をしている。

	□
	備蓄品の在庫や期限について定期的に確認し、不足分を補充するなどの管理している。

	ライフライン（電気・ガス・水道）障害の対策

	□
	非常用電源を用意している。

	□
	携帯電話やパソコンを動かすためのモバイルバッテリー等を用意している。

	□
	電子カルテシステムや請求システム等の障害時の診療録の記載やデータの管理方法について定めている。

	□
	電子カルテシステムや請求システム等、ウェブサイト等の障害時の連絡先や復旧手段を把握している。

	通信障害の対策

	□
	一般的な通信手段が使えない場合に備え、職員が連絡を取る手段を複数用意している。

	□
	一般的な通信手段が使えない場合に備え、患者に自院へ連絡を取る方法を複数案内している。

	□
	一般的な通信手段が使えない場合に、地域の情報を得たり、自治体や関係機関と情報共有するための連絡先や手段を把握している。

	医療機関の運営に係る対策

	□
	被災時に診療が行えなかった場合や請求不能となった場合に備えて、各種保険（浸水に備えた水災保険（火災保険特約）等）や銀行の災害時融資、自治体の災害時ローン、その他必要なサービスの情報を把握している。

	□
	災害時に発動される診療報酬の施設基準に係る措置等について把握している。





４－２．職員の有事の出動に関する情報
	氏名
	職種
	自宅住所
	職場までの距離
	徒歩時間
	出勤に影響する
同居家族の有無
	大規模災害時の
出勤可否

	（例）継続 太郎
	医師
	東京都千代田区霞が関１－２－２
	４Km
	１時間
	子（３歳）
父（要介護４）
	△

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


４－３．リスクのリストアップと評価
当院で特に想定される災害について、以下のとおりリストアップし、左下図にそれぞれの頻度と影響度を図示する。
	自然災害
	(天災)
	（例）地震　台風　水害　土砂崩れ　積雪　山火事　噴火　感染症

	技術的リスク
	(事故)
	（例）停電　上水道停止　下水道機能不全　火災　ガス提供停止　電子カルテシステムの停止　通信障害

	人為的リスク
	(人災)
	（例）多数傷病者事故　　サイバーテロ  　傷害事件　交通事故



【リスク評価のまとめ】（例）
	
	
	

	
	
	

	
	
	


・当院では、（赤～オレンジに位置するリスク）への日常的な備えが必要である。
・特に、（地理的要件等から特に重点的な対応が必要なものとそれに対する対応方針を記載）
・さらに、頻度は低いが影響が大きいものとして、（左上に位置するリスク（巨大地震等が想定される））があり、長期的な視点での備えが必要である。
高
三十年に一度
低
人命又は事業継続に対する影響
頻度
毎年
十年に一度
百年に一度

2

